
昭和四十八年労働省令第三号

労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則

労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）第八十二条第二項、第三項第三号及び第四項（第八十三条第二項において準用する場合

を含む。）、第八十四条第一項、第百条第一項並びに第百三条第三項の規定に基づき、並びに同法を実施するため、労働安全コンサルタント

及び労働衛生コンサルタント規則を次のように定める。

目次

第一章　試験

第一節　労働安全コンサルタント試験（第一条―第九条）

第二節　労働衛生コンサルタント試験（第十条―第十五条）

第二章　登録（第十六条―第二十条の三）

第三章　雑則（第二十一条・第二十二条）

附則

第一章　試験

第一節　労働安全コンサルタント試験

（試験の区分）

第一条　労働安全衛生法（第三条第二項及び第十二条第二項を除き、以下「法」という。）第八十二条第二項の厚生労働省令で定める区分

は、次のとおりとする。

一　機械

二　電気

三　化学

四　土木

五　建築

（受験資格）

第二条　法第八十二条第三項第三号の厚生労働省令で定める者は、次のとおりとする。

一　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による高等学校（旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）による中等学校を含む。

以下同じ。）又は中等教育学校において理科系統の正規の学科を修めて卒業した者で、その後十年以上安全の実務に従事した経験を有

するもの

二　技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第四条第一項に規定する第二次試験に合格した者（以下「技術士試験合格者」という。）

三　電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第四十四条第一項第一号の第一種電気主任技術者免状の交付を受けている者（以下「第

一種電気主任技術者」という。）

四　建設業法施行令（昭和三十一年政令第二百七十三号）第三十四条の規定による一級の土木施工管理技術検定に合格した者（以下「一

級土木施工管理技士」という。）及び一級の建築施工管理技術検定に合格した者（以下「一級建築施工管理技士」という。）

五　建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）第四条第二項に規定する一級建築士の免許を受けることができる者

六　法第十一条第一項の規定による安全管理者として十年以上その職務に従事した者

七　厚生労働大臣の登録を受けた者が行う安全に関する講習を修了し、かつ、十五年以上安全の実務に従事した経験を有する者

八　前各号に掲げる者のほか、厚生労働大臣が定める者

（筆記試験）

第三条　労働安全コンサルタント試験（以下この節において「試験」という。）の筆記試験は、次の表の上欄に掲げる試験の区分に応じ、

それぞれ同表の下欄に掲げる科目について行なう。

試験の区分 科目

機械 一　産業安全一般

二　産業安全関係法令

三　機械安全（機械に関する専門知識のうち産業安全に係るものをいう。以下同じ。）

電気 一　産業安全一般

二　産業安全関係法令

三　電気安全（電気に関する専門知識のうち産業安全に係るものをいう。以下同じ。）

化学 一　産業安全一般

二　産業安全関係法令

三　化学安全（化学に関する専門知識のうち産業安全に係るものをいう。以下同じ。）

土木 一　産業安全一般

二　産業安全関係法令

三　土木安全（土木に関する専門知識のうち産業安全に係るものをいう。以下同じ。）

建築 一　産業安全一般

二　産業安全関係法令

三　建築安全（建築に関する専門知識のうち産業安全に係るものをいう。以下同じ。）

２　前項の表の下欄に掲げる科目の範囲は、次の表のとおりとする。

産業安全

一般

安全管理（統括安全管理を含む。）　材料安全　信頼性工学概論　運搬工学概論　人間工学概論　安全心理学概論　安全点検及び

保守　安全教育　作業分析及び作業標準　強度計算　安全に関する各種検査法　安全装置　保護具　危険物の管理　防火　労働

災害の調査及び原因の分析　労働衛生概論　事業場における安全衛生の水準の向上を図ることを目的として事業者が一連の過程

を定めて行う自主的活動（危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置を含む。）

産業安全

関係法令

労働安全衛生法及びこれに基づく命令のうち産業安全に係るもの

機械安全 原動機　動力伝導装置　工作機械　木材加工用機械　プレス機械及びシヤー　遠心機械　粉砕機及び混合機　ロール機　高速回

転体　ボイラー　圧力容器　クレーンその他の運搬機械　産業用ロボット　計測制御概論　フェール・セーフ

電気安全 電気機器　高電圧設備　防爆構造　避雷設備　漏電　電撃　静電気　誘導電流　迷走電流　アーク溶接　電気工事　計測制御概論
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化学安全 化学プロセス　反応安全工学　防爆工学　反応設備　蒸留設備　抽出設備　燃焼装置及び燃料　圧縮機　貯
そう

槽　配管　ガス溶接

装置　計測及び制御

土木安全 土質力学　構造力学　工事用機械　足場、型わく支保工その他の工事用設備　明り掘削その他の工法　発破　落盤及び土砂崩壊

の防止　計測制御概論

建築安全 構造力学　建築構造　足場、型わく支保工その他の工事用設備　工事用機械　施工法　墜落災害の防止　計測制御概論

（筆記試験の一部免除）

第四条　法第八十二条第四項の厚生労働省令で定める資格を有する者は、次の表の上欄に掲げる者とし、その者に対して、それぞれ、同表

の中欄に掲げる試験の区分に応じ、同表の下欄に掲げる科目について筆記試験を免除する。

資格を有する者 試験の区

分

科目

技術士試験合格者で、機械部門、船舶・海洋部門、航空・宇宙部門又は金属部門に係る第二次試験に合格したもの機械 機械安全

技術士試験合格者で、電気電子部門に係る第二次試験に合格したもの 電気 電気安全

技術士試験合格者で、化学部門に係る第二次試験又は農業・食品を選択科目とする農業部門に係る第二次試験に合

格したもの

化学 化学安全

技術士試験合格者で、資源工学部門若しくは建設部門に係る第二次試験、農業農村工学を選択科目とする農業部門

に係る第二次試験又は森林土木を選択科目とする森林部門に係る第二次試験に合格したもの

土木 土木安全

技術士試験合格者で、生産・物流マネジメントを選択科目とする経営工学部門に係る第二次試験に合格したもの 全区分 産業安全一般

第一種電気主任技術者 電気 電気安全

一級土木施工管理技士 土木 土木安全

一級建築施工管理技士 建築 建築安全

２　法第八十二条第四項の厚生労働省令で定める資格を有する者は、前項の表の上欄に掲げる者のほか、第二条第八号に該当する者のうち

厚生労働大臣が別に定める者とし、その者に対して、厚生労働大臣が別に定めるところにより、筆記試験の一部を免除する。

（口述試験）

第五条　試験の口述試験は、筆記試験に合格した者について行なう。

２　試験の口述試験の科目は、次の表の上欄に掲げる試験の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。

試験の区分 科目

機械 一　産業安全一般

二　機械安全

電気 一　産業安全一般

二　電気安全

化学 一　産業安全一般

二　化学安全

土木 一　産業安全一般

二　土木安全

建築 一　産業安全一般

二　建築安全

３　第三条第二項の規定は、試験の口述試験について準用する。この場合において、同項中「前項」とあるのは、「第五条第二項」と読み

替えるものとする。

（試験の実施）

第六条　試験は、毎年一回以上行うものとする。

２　試験の日時、場所その他試験の実施に関し必要な事項は、あらかじめ、インターネットの利用その他の適切な方法により公表する。

（受験手続）

第七条　試験を受けようとする者は、コンサルタント試験受験申請書（様式第一号）を、厚生労働大臣が法第八十三条の二のコンサルタン

ト試験の事務を行う場合にあつてはその者の住所を管轄する都道府県労働局長を経由して厚生労働大臣に、法第八十三条の二の指定コン

サルタント試験機関が当該事務を行う場合にあつては指定コンサルタント試験機関に提出しなければならない。

（合格証の交付等）

第八条　厚生労働大臣は、試験に合格した者に対し合格証（様式第二号）を交付するほか、その者の受験番号をインターネットの利用その

他の適切な方法により公表する。

（合格の取消し等）

第九条　厚生労働大臣は、不正の手段によつて試験を受け、又は受けようとした者に対しては、合格の決定を取り消し、又はその試験を受

けることを禁止することができる。

第二節　労働衛生コンサルタント試験

（試験の区分）

第十条　法第八十三条第二項において準用する法第八十二条第二項の厚生労働省令で定める区分は、次のとおりとする。

一　保健衛生

二　労働衛生工学

（受験資格）

第十一条　法第八十三条第二項において準用する法第八十二条第三項第三号の厚生労働省令で定める者は、次のとおりとする。

一　学校教育法による高等学校又は中等教育学校において理科系統の正規の学科を修めて卒業した者で、その後十年以上衛生の実務に従

事した経験を有するもの

二　医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第九条の医師国家試験に合格した者、同法第三十六条第一項の規定により医師免許を受けた

者とみなされた者及び同法第四十一条の規定により医師免許を受けることができる者

三　歯科医師法（昭和二十三年法律第二百二号）第九条の歯科医師国家試験に合格した者、同法第三十三条第一項の規定により歯科医師

免許を受けた者とみなされた者及び同法第四十二条の規定により歯科医師免許を受けることができる者

四　薬剤師

五　保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第二条の保健師として十年以上その業務に従事した者
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六　技術士試験合格者

七　建築士法第四条第二項に規定する一級建築士の免許を受けることができる者

八　法第十二条第一項の規定による衛生管理者のうち、衛生工学衛生管理者免許を受けた者で、その後三年以上法第十条第一項各号の業

務のうち衛生に係る技術的事項で衛生工学に関するものの管理の業務に従事した経験を有するもの

九　法第十二条第一項の規定による衛生管理者として十年以上その職務に従事した者

九の二　作業環境測定法（昭和五十年法律第二十八号）第七条の登録を受けた者（以下「作業環境測定士」という。）で、その後三年以

上作業環境測定士としてその業務に従事した経験を有するもの

十　厚生労働大臣の登録を受けた者が行う衛生に関する講習を修了し、かつ、十五年以上衛生の実務に従事した経験を有する者

十一　前各号に掲げる者のほか、厚生労働大臣が定める者

（筆記試験）

第十二条　労働衛生コンサルタント試験（以下この節において「試験」という。）の筆記試験は、次の表の上欄に掲げる試験の区分に応じ、

それぞれ同表の下欄に掲げる科目について行なう。

試験の区分 科目

保健衛生 一　労働衛生一般

二　労働衛生関係法令

三　健康管理

労働衛生工学 一　労働衛生一般

二　労働衛生関係法令

三　労働衛生工学

２　前項の表の下欄に掲げる科目の範囲は、次の表のとおりとする。

労 働 衛 生

一般

労働衛生概論　健康管理の概論　労働生理概論　作業環境管理の概論　人間工学概論　化学物質の管理　作業管理の概論　労働

衛生保護具　労働衛生教育　労働災害の調査及び原因の分析　安全管理概論　事業場における安全衛生の水準の向上を図ること

を目的として事業者が一連の過程を定めて行う自主的活動（危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置を含

む。）

労 働 衛 生

関係法令

労働安全衛生法、作業環境測定法（昭和五十年法律第二十八号）及びじん肺法（昭和三十五年法律第三十号）並びにこれらに基

づく命令のうち労働衛生に係るもの

健康管理 労働生理学　産業心理学　労働衛生学　健康診断及び面接指導等並びにこれらの事後措置　作業環境の管理方法　作業方法の管

理　健康の保持増進対策　救急処置　快適な職場環境の形成

労 働 衛 生

工学

作業環境の管理技術　作業環境における有害因子とその影響　快適な職場環境の形成

（筆記試験の一部免除）

第十三条　法第八十三条第二項において準用する法第八十二条第四項の厚生労働省令で定める資格を有する者は、次の表の上欄に掲げる者

とし、その者に対して、それぞれ、同表の中欄に掲げる試験の区分に応じ、同表の下欄に掲げる科目について筆記試験を免除する。

資格を有する者 試験の区分 科目

第十一条第二号又は第三号に掲げる者厚生労働大臣が指定する者（法人に限る。）が行う講習を

修了した者

保健衛生 全科目

その他の者 保健衛生 労働衛生一般

健康管理

薬剤師 保健衛生 労働衛生一般

第十一条第五号に掲げる者 保健衛生 労働衛生一般

技術士試験合格者で、衛生工学部門に係る第二次試験に合格したもの 労働衛生工学労働衛生工学

作業環境測定士 労働衛生工学労働衛生一般及び労働衛生関

係法令

２　法第八十三条第二項において準用する法第八十二条第四項の厚生労働省令で定める資格を有する者は、前項の表の上欄に掲げる者のほ

か、第十一条第十一号に該当する者のうち厚生労働大臣が別に定める者とし、その者に対して、厚生労働大臣が別に定めるところによ

り、筆記試験の全部又は一部を免除する。

（口述試験）

第十四条　試験の口述試験は、筆記試験に合格した者及び前条の規定により筆記試験の全部を免除された者について行なう。

２　試験の口述試験の科目は、次の表の上欄に掲げる試験の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。

試験の区分 科目

保健衛生 一　労働衛生一般

二　健康管理

労働衛生工学 一　労働衛生一般

二　労働衛生工学

３　第十二条第二項の規定は、試験の口述試験について準用する。この場合において、同項中「前項」とあるのは、「第十四条第二項」と

読み替えるものとする。

（試験の実施等）

第十五条　第六条から第九条までの規定は、試験について準用する。

第二章　登録

（登録事項）

第十六条　法第八十四条第一項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　旧姓を使用した氏名又は通称の併記を希望する場合にあつては、その氏名又は通称

二　生年月日

三　合格した労働安全コンサルタント試験又は労働衛生コンサルタント試験の区分及び合格した年月日

四　事務所の名称
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（登録の申請等）

第十七条　法第八十四条第一項の登録（以下「登録」という。）を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、コンサルタント登録申

請書（様式第三号）に第八条（第十五条において準用する場合を含む。）の合格証の写しを添えて、厚生労働大臣に提出しなければなら

ない。

２　厚生労働大臣は、申請者が労働安全コンサルタント又は労働衛生コンサルタント（以下「コンサルタント」という。）となる資格を有

すると認めたときは、登録をし、かつ、当該申請者にコンサルタント登録証（様式第三号の二。以下「登録証」という。）を交付するも

のとする。

３　厚生労働大臣は、申請者がコンサルタントとなる資格を有しないと認めたときは、その旨を、理由を附して、当該申請者に通知するも

のとする。

（登録を受けることができない者）

第十七条の二　法第八十四条第二項第一号の厚生労働省令で定める者は、精神の機能の障害によりコンサルタントの業務を適正に行うに当

たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。

（登録事項の変更）

第十八条　登録を受けている者は、登録を受けている事項について変更が生じたときは、遅滞なく、登録事項変更等申請書（様式第四号）

を厚生労働大臣に提出し、登録証の書換えを受けなければならない。

（登録証の再交付）

第十八条の二　登録を受けている者は、登録証を滅失し、又は損傷したときは、登録証再交付申請書（様式第四号）を厚生労働大臣に提出

して、登録証の再交付を受けることができる。

２　前項の規定により登録証の再交付の申請をした者は、失つた登録証を発見したときは、遅滞なく、これを厚生労働大臣に返納しなけれ

ばならない。

（手数料）

第十八条の三　第十八条又は前条第一項の規定により登録証の書換え又は再交付を受けようとする者は、登録事項変更等申請書又は登録証

再交付申請書に二千四百五十円に相当する額の収入印紙をはつて、手数料を納付しなければならない。

２　前項の手数料は、これを納付した後においては、返還しない。

（報告）

第十九条　コンサルタント又はその法定代理人若しくは同居の親族は、当該コンサルタントが精神の機能の障害を有する者であるとの医師

の診断を受けコンサルタントの業務の継続が著しく困難となつたときは、遅滞なく、その旨を、書面により、厚生労働大臣に報告しなけ

ればならない。この場合においては、その病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載した医師の

診断書を添付しなければならない。

２　コンサルタントがその業務を廃止し、死亡し、又は法第八十四条第二項第二号若しくは第三号に該当するに至つたときは、当該コンサ

ルタント、その相続人又は法定代理人は、遅滞なく、その旨を、書面により、厚生労働大臣に報告しなければならない。

（登録の取消しの通知）

第二十条　厚生労働大臣は、法第八十五条の規定により登録を取り消したときは、遅滞なく、その旨を、理由を付して、書面により、当該

登録を取り消された者に通知するものとする。

（登録証の返納）

第二十条の二　登録を受けている者がその登録を取り消され、又は死亡したときは、その者、法定代理人又は相続人は、遅滞なく、厚生労

働大臣に登録証を返納しなければならない。

（指定登録機関が登録事務を行う場合における規定の適用）

第二十条の三　法第八十五条の二第一項に規定する指定登録機関（以下「指定登録機関」という。）が同条第一項に規定する登録事務（以

下「登録事務」という。）を行う場合における第十七条、第十八条、第十八条の二、第十八条の三、第十九条及び前条の規定の適用につ

いては、第十七条、第十八条、第十八条の二及び前条中「厚生労働大臣」とあるのは「指定登録機関」と、第十七条第三項中「当該申請

者に通知するものとする。」とあるのは「当該申請者に通知するものとする。この場合において、指定登録機関は、遅滞なく、厚生労働

大臣にその旨を報告しなければならない。」と、第十八条の三第一項中「登録事項変更等申請書又は登録証再交付申請書に二千二百円に

相当する額の収入印紙をはつて」とあるのは「法第八十五条の三において読み替えて準用する法第七十五条の六第一項に規定する規程で

定めるところにより」と、第十九条第二項中「厚生労働大臣」とあるのは「業務を廃止し、又は死亡したときにあつては指定登録機関

に、同項第二号又は第三号に該当するに至つたときにあつては厚生労働大臣」とする。

第三章　雑則

（報告）

第二十一条　厚生労働大臣、都道府県労働局長又は労働基準監督署長は、法第百条第一項の規定により、コンサルタントに対し、必要な事

項を報告させ、又は出頭を命ずるときは、次の事項を通知するものとする。

一　報告をさせ、又は出頭を命ずる理由

二　出頭を命ずる場合には、聴取しようとする事項

（帳簿）

第二十二条　コンサルタントは、次の各号に掲げる事項を記載した帳簿を備え、これを記載の日から三年間保存しなければならない。

一　依頼者の氏名（法人にあつては、その名称）及び住所

二　依頼を受けた年月日

三　実施した診断の項目

四　依頼者から受けた報酬の額

附　則　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、昭和四十八年四月一日から施行する。

（技術士等に関する特例）

第二条　この省令の施行の際現に技術士法第二条に規定する技術士若しくは労働災害防止団体法（昭和三十九年法律第百十八号）第十二条

の安全管理士で、十年以上安全の実務に従事した経験を有するもの又は社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十九号）第二条第一項

に規定する社会保険労務士（業として事業場の安全についての診断及び指導の事務を行なつている者に限る。）で、次の各号のいずれか

に該当するものに対しては、労働大臣が指定する講習を修了した場合には、第四条の規定にかかわらず、昭和五十年三月三十一日までの

間において行なわれる労働安全コンサルタント試験の筆記試験の全部を免除する。
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一　学校教育法による大学（短期大学を除く。）若しくは旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学又は旧専門学校令（明治

三十六年勅令第六十一号）による専門学校において理科系統の正規の課程を修めて卒業した者で、その後十年以上安全の実務に従事し

た経験を有するもの

二　学校教育法による短期大学又は高等専門学校において理科系統の正規の課程を修めて卒業した者で、その後十二年以上安全の実務に

従事した経験を有するもの

三　学校教育法による高等学校において理科系統の正規の学科を修めて卒業した者で、その後十五年以上安全の実務に従事した経験を有

するもの

四　労働大臣が前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者

２　前項の規定は、労働衛生コンサルタント試験について準用する。この場合において、同項中「安全管理士」とあるのは「衛生管理士」

と、「安全の実務」とあるのは「衛生の実務」と、「事業場の安全」とあるのは「事業場の衛生」と、「第四条」とあるのは「第十三条」

と読み替えるものとする。

第三条　この省令の施行の際現に、次の各号に該当する者で、労働大臣が事業場の安全についての診断及び指導に関し卓越した知識及び能

力を有すると認定したものに対しては、第四条の規定にかかわらず、労働安全コンサルタント試験の全部を免除する。

一　旧大学令による大学又は旧専門学校令による専門学校において理科系統の正規の課程を修めて卒業した者

二　二十年以上安全に関する指導監督的実務経験を有する者

２　前項の認定を受けようとする者は、昭和四十八年六月三十日までの間に、同項各号に該当することを証する書面を添えて、書面により

労働大臣に申請しなければならない。

３　労働大臣は、第一項の認定をした者に対して、第八条の規定による合格証を交付する。

４　前三項の規定は、労働衛生コンサルタント試験について準用する。この場合において、第一項中「安全について」とあるのは「衛生に

ついて」と、「第四条」とあるのは「第十三条」と、「安全に関する」とあるのは「衛生に関する」と、第三項中「第八条」とあるのは

「第十五条において準用する第八条」と読み替えるものとする。

附　則　（昭和四九年五月二一日労働省令第一九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令の規定は、次の各号に掲げる区分に従い、それぞれ当該各号に定める日から施行する。

一　次号及び第三号に掲げる規定以外の規定　昭和四十九年五月二十五日

附　則　（昭和五〇年八月一日労働省令第二〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日（昭和五十年八月一日）から施行する。

附　則　（昭和五一年六月二四日労働省令第二四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五三年一二月八日労働省令第四五号）

この省令は、昭和五十四年一月一日から施行する。

附　則　（昭和五六年三月三〇日労働省令第九号）

この省令は、昭和五十六年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五七年一二月二二日労働省令第四〇号）

１　この省令は、昭和五十八年一月一日から施行する。

２　この省令の施行の日前に技術士法（昭和三十二年法律第百二十四号）第七条第一項の本試験で、工場管理を選択科目とする生産管理部

門に係るものに合格した者に対する筆記試験の免除については、改正後の労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則第四

条第一項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附　則　（昭和五九年二月二七日労働省令第三号）　抄

１　この省令は、昭和五十九年三月一日から施行する。

附　則　（昭和五九年三月二七日労働省令第六号）

この省令は、昭和五十九年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六〇年一月一四日労働省令第二号）

この省令は、昭和六十年四月一日から施行する。ただし、第二条及び第三条の規定は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六二年三月二〇日労働省令第四号）

この省令は、昭和六十二年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六三年六月六日労働省令第一八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成元年七月一二日労働省令第二六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成元年七月二七日労働省令第二七号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第四条第一項に規定する第二次試験で、技術士法施行規則の一部を改正する総理府令（昭和

六十三年総理府令第五十五号）による改正前の技術士法施行規則（昭和五十九年総理府令第五号）に規定する航空機部門、電気部門又は

鉱業部門に係るものに合格した者は、改正後の労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則第四条第一項の規定の適用につ

いては、それぞれ同法第四条第一項に規定する第二次試験で、技術士法施行規則の一部を改正する総理府令による改正後の技術士法施行

規則に規定する航空・宇宙部門、電気・電子部門又は資源工学部門に係るものに合格した者とみなす。

附　則　（平成三年三月一五日労働省令第二号）

この省令は、平成三年四月一日から施行する。

附　則　（平成六年三月二九日労働省令第一五号）

この省令は、平成六年四月一日から施行する。

附　則　（平成九年三月一九日労働省令第一二号）

この省令は、平成九年四月一日から施行する。

附　則　（平成一一年三月三〇日労働省令第二一号）

この省令は、平成十一年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年一月三一日労働省令第二号）　抄
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（施行期日）

第一条　この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

（処分、申請等に関する経過措置）

第二条　地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（以下「地方分権推進整備法」という。）の施行前に改正前のそれぞ

れの法律若しくはこれに基づく政令の規定（これらの規定を準用する他の法律又はこれに基づく政令の規定を含む。以下同じ。）により

都道府県労働基準局長若しくは都道府県知事が行つた許可等の処分その他の行為（以下「処分等の行為」という。）又は地方分権推進整

備法の施行の際現に改正前のそれぞれの法律若しくはこれに基づく政令の規定により都道府県労働基準局長若しくは都道府県知事に対し

てされている許可等の申請その他の行為（以下「申請等の行為」という。）で、地方分権推進整備法の施行の日においてこれらの行為に

係る行政事務を地方分権推進整備法による改正後のそれぞれの法律又はこれに基づく労働省令の規定（これらの規定を準用する他の法律

又はこれに基づく労働省令の規定を含む。以下同じ。）により都道府県労働局長が行うこととなるものは、地方分権推進整備法の施行の

日以後における改正後のそれぞれの法律又はこれに基づく労働省令の適用については、改正後のそれぞれの法律又はこれに基づく労働省

令の相当規定により都道府県労働局長がした処分等の行為又は都道府県労働局長に対してされた申請等の行為とみなす。

第三条　この省令の施行前に改正前のそれぞれの省令の規定によりされた処分等の行為又はこの省令の施行の際現に改正前のそれぞれの省

令の規定によりされている申請等の行為で、この省令の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなる

ものは、この省令の施行の日以後における改正後のそれぞれの省令の適用については、改正後のそれぞれの省令の相当規定によりされた

処分等の行為又は申請等の行為とみなす。

第四条　この省令の施行前に改正前のそれぞれの省令の規定により国又は地方公共団体の機関又は職員に対して報告、届出、提出その他の

手続をしなければならない事項で、この省令の施行の日前にその手続がされていないものについては、これを改正後のそれぞれの省令の

相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関又は職員に対して報告、届出、提出をしなければならない事項についてその手続がされ

ていないものとみなして、この省令による改正後のそれぞれの省令の規定を適用する。

附　則　（平成一二年三月二四日労働省令第七号）

（施行期日）

１　この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にある改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成一二年三月三一日労働省令第一六号）

この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年一〇月三一日労働省令第四一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

（様式に関する経過措置）

第六条　この省令の施行の際現に提出され又は交付されているこの省令による改正前のそれぞれの省令に定める様式による申請書等は、こ

の省令による改正後のそれぞれの省令に定める相当様式による申請書等とみなす。

第七条　この省令の施行の際現に存するこの省令による改正前のそれぞれの省令に定める様式による申請書等の用紙は、当分の間、必要な

改定をした上、使用することができる。

附　則　（平成一四年二月二二日厚生労働省令第一四号）　抄

１　この省令は、保健婦助産婦看護婦法の一部を改正する法律の施行の日（平成十四年三月一日）から施行する。

附　則　（平成一八年一月五日厚生労働省令第一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十八年四月一日から施行する。

（罰則の適用に関する経過措置）

第十三条　施行日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

附　則　（平成一八年六月七日厚生労働省令第一三〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二一年三月三〇日厚生労働省令第五五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十一年三月三十一日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現に次の表の上欄に掲げる講習を行っている者又は同欄に掲げる指定を受けている者は、この省令の施行の日

の翌日から起算して六月を経過する日までの間は、同表の中欄に掲げる登録を受けている者とみなす。この場合において、同表の下欄に

掲げる規定は適用しない。

平成二十一年厚生労働省告示第百三十二号（安全衛生推進者等

の選任に関する基準の一部を改正する件）による改正前の安全

衛生推進者等の選任に関する基準（昭和六十三年労働省告示第

八十号。以下「旧選任基準」という。）本則第四号の講習（安

全衛生推進者に係るものに限る。）

第一条の規定による改正後の労働安全衛生規則（昭和四十

七年労働省令第三十二号。以下「新安衛則」という。）第

十二条の三第一項の登録（労働安全衛生法及びこれに基づ

く命令に係る登録及び指定に関する省令（昭和四十七年労

働省令第四十四号。以下「登録省令」という。）第一条の

二第一項第一号の区分に係るものに限る。）

登録省令第一条の

二の五第一項から

第三項まで及び第

一条の二の七

旧選任基準本則第四号の講習（衛生推進者に係るものに限る。）新安衛則第十二条の三第一項の登録（登録省令第一条の二

第一項第二号の区分に係るものに限る。）

　

平成二十一年厚生労働省告示第百二十九号（作業環境測定基準

の一部を改正する件）による改正前の作業環境測定基準（昭和

五十一年労働省告示第四十六号。以下「旧測定基準」という。）

第二条第三項第一号の指定

第七条の規定による改正後の粉じん障害防止規則（昭和五

十四年労働省令第十八号。以下「新粉じん則」という。）

第二十六条第三項の登録

登録省令第十九条

の二十四の八

平成二十一年厚生労働省告示第百二十四号（発破技士免許試験

規程の一部を改正する件）による改正前の発破技士免許試験規

新安衛則別表第五の四の表受験資格の欄第三号の登録 登録省令第十九条

の二十四の二十一

第一項から第三項
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程（昭和四十七年労働省告示第九十七号）第四条の発破実技

講習

まで及び第十九条

の二十四の二十三

平成二十一年厚生労働省告示第百二十六号（ボイラー技士、ボ

イラー溶接士及びボイラー整備士免許規程の一部を改正する

件）による改正前のボイラー技士、ボイラー溶接士及びボイラ

ー整備士免許規程（昭和四十七年労働省告示第百十六号。以下

「旧ボイラー規程」という。）第三条第二号のボイラー実技講習

第二条の規定による改正後のボイラー及び圧力容器安全規

則（昭和四十七年労働省令第三十三号。以下「新ボイラー

則」という。）第百一条第三号ニの登録

登録省令第十九条

の二十四の三十六

第一項から第三項

まで及び第十九条

の二十四の三十八

第五条の規定による改正前の労働安全コンサルタント及び労働

衛生コンサルタント規則（昭和四十八年労働省令第三号。以下

「旧コンサルタント則」という。）第二条第七号の安全に関する

講習

第五条の規定による改正後の労働安全コンサルタント及び

労働衛生コンサルタント規則（以下「新コンサルタント

則」という。）第二条第七号の登録

登録省令第二十五

条の八第一項から

第三項まで及び第

二十五条の十

旧コンサルタント則第十一条第十号の衛生に関する講習 新コンサルタント則第十一条第十号の登録 　

平成二十一年厚生労働省告示第百四十七号（昭和五十六年労働

省告示第五十六号を廃止する件）による廃止前の昭和五十六年

労働省告示第五十六号（労働安全衛生規則別表第九資格の欄の

規定に基づき厚生労働大臣が定める研修を定める件。以下「旧

研修告示」という。）第一条第三号の指定

新安衛則別表第九別表第七の上欄第十号に掲げる機械等に

係る工事の項第一号ロ及び別表第七の上欄第十二号に掲げ

る機械等に係る工事の項第一号ロの登録

登録省令第五十七

条第一項から第三

項まで及び第五十

九条

旧研修告示第二条第二号において準用する旧研修告示第一条第

三号の指定

新安衛則別表第九第八十九条の二第一号に掲げる仕事及び

第九十条第一号に掲げる仕事のうち建設の仕事（ダムの建

設の仕事を除く。）の項第一号ロ及び第八十九条の二第二

号から第六号までに掲げる仕事及び第九十条第一号から第

五号までに掲げる仕事（同条第一号に掲げる仕事にあつて

はダムの建設の仕事に、同条第二号、第二号の二及び第三

号に掲げる仕事にあつては建設の仕事に限る。）の項第一

号ハの登録

　

第六条の規定による改正前の作業環境測定法施行規則（昭和五

十年労働省令第二十号。以下「旧作環則」という。）第十七条

第二号の講習

第六条の規定による改正後の作業環境測定法施行規則（以

下「新作環則」という。）第十七条第二号の厚生労働大臣

の登録

新作環則第十七の

六第一項から第三

項まで及び第十七

条の八

旧作環則第十七条第十六号の講習 新作環則第十七条第十六号の厚生労働大臣の登録 　

３　この省令の施行の際現に次の表の上欄に掲げる研修を行っている者、同欄に掲げる指定を受けている者又は同欄に掲げる講習を行って

いる者は、同表の下欄に掲げる指定を受けている者とみなす。この場合において、登録省令第一条の二の十九第一項中「産業医研修の業

務の開始前」とあるのは「平成二十一年九月三十日まで」と、登録省令第一条の二の二十第一項中「毎事業年度」とあるのは「毎事業年

度（平成二十一年三月三十一日の属する事業年度を除く。）」と、「指定を受けた日の属する事業年度にあつては、その指定を受けた後」

とあるのは「平成二十一年三月三十一日の属する事業年度の翌事業年度にあつては、当該事業年度開始後」と、登録省令第一条の二の三

十四第一項中「産業医実習の業務の開始前」とあるのは「平成二十一年九月三十日まで」と、登録省令第一条の二の三十五第一項中「毎

事業年度」とあるのは「毎事業年度（平成二十一年三月三十一日の属する事業年度を除く。）」と、「指定を受けた日の属する事業年度に

あつては、その指定を受けた後」とあるのは「平成二十一年三月三十一日の属する事業年度の翌事業年度にあつては、当該事業年度開始

後」と、登録省令第二十五条の二十三第一項中「筆記試験免除講習の業務の開始前」とあるのは「平成二十一年九月三十日まで」と、登

録省令第二十五条の二十四第一項中「毎事業年度」とあるのは「毎事業年度（平成二十一年三月三十一日の属する事業年度を除く。）」

と、「指定を受けた日の属する事業年度にあつては、その指定を受けた後」とあるのは「平成二十一年三月三十一日の属する事業年度の

翌事業年度にあつては、当該事業年度開始後」と、登録省令第七十二条第一項中「労働災害防止業務従事者講習の業務の開始前」とある

のは「平成二十一年九月三十日まで」と、登録省令第七十三条第一項中「毎事業年度」とあるのは「毎事業年度（平成二十一年三月三十

一日の属する事業年度を除く。）」と、「指定を受けた日の属する事業年度にあつては、その指定を受けた後」とあるのは「平成二十一年

三月三十一日の属する事業年度の翌事業年度にあつては、当該事業年度開始後」と、登録省令第八十六条第一項中「就業制限業務従事者

講習の業務の開始前」とあるのは「平成二十一年九月三十日まで」と、登録省令第八十七条第一項中「毎事業年度」とあるのは「毎事業

年度（平成二十一年三月三十一日の属する事業年度を除く。）」と、「指定を受けた日の属する事業年度にあつては、その指定を受けた後」

とあるのは「平成二十一年三月三十一日の属する事業年度の翌事業年度にあつては、当該事業年度開始後」と読み替えるものとする。

第一条の規定による改正前の労働安全衛生規則（以下「旧安衛則」という。）第十四条第二項

第一号の厚生労働大臣が定める研修

新安衛則第十四条第二項第一号の指定

旧安衛則第十四条第二項第二号の指定 新安衛則第十四条第二項第二号の指定

旧コンサルタント則第十三条第一項の表医師国家試験合格者又は歯科医師国家試験合格者の項

の講習

新コンサルタント則第十三条第一項の表第十

一条第二号又は第三号に掲げる者の項の指定

平成二十一年厚生労働省告示第百二十八号（労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタ

ント規程の一部を改正する件）による改正前の労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサル

タント規程（昭和四十八年労働省告示第三十七号。以下「旧コンサルタント規程」という。）

第四条の表前条第三号又は第四号に掲げる者の項の講習

　

労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号。以下「法」という。）第九十九条の二第一項

の指定（平成二十一年厚生労働省告示第百五十号（労働災害防止業務従事者労働災害再発防止

講習規程を廃止する件）による廃止前の労働災害防止業務従事者労働災害再発防止講習規程

（平成四年労働省告示第八十号。以下「旧労働災害防止業務従事者労働災害再発防止講習規程」

という。）第一条に規定する者に対する同項の講習に係るものに限る。）

法第九十九条の二第一項の指定（登録省令第

六十八条第一項第一号に規定する総括安全衛

生管理者等に対する講習に係るものに限る。）

法第九十九条の二第一項の指定（旧労働災害防止業務従事者労働災害再発防止講習規程第二条

に規定する者に対する同項の講習に係るものに限る。）

法第九十九条の二第一項の指定（登録省令第

六十八条第一項第二号に規定する安全管理者

等に対する講習に係るものに限る。）
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法第九十九条の二第一項の指定（旧労働災害防止業務従事者労働災害再発防止講習規程第三条

に規定する者に対する同項の講習に係るものに限る。）

法第九十九条の二第一項の指定（登録省令第

六十八条第一項第三号に規定する統括安全衛

生責任者等に対する講習に係るものに限る。）

法第九十九条の三第一項の指定（平成二十一年厚生労働省告示第百五十一号（クレーン・デリ

ック運転士等労働災害再発防止講習規程を廃止する件）による廃止前のクレーン・デリック運

転士等労働災害再発防止講習規程（平成四年労働省告示第八十一号。以下「旧クレーン・デリ

ック運転士等労働災害再発防止講習規程」という。）第一条に規定する者に対する同項の講習

に係るものに限る。）

法第九十九条の三第一項の指定（登録省令第

八十二条第一項第一号に規定するクレーン運

転士等に対する講習に係るものに限る。）

法第九十九条の三第一項の指定（旧クレーン・デリック運転士等労働災害再発防止講習規程第

二条に規定する者に対する同項の講習に係るものに限る。）

法第九十九条の三第一項の指定（登録省令第

八十二条第一項第二号に規定する移動式クレ

ーン運転士等に対する講習に係るものに限

る。）

法第九十九条の三第一項の指定（平成二十一年厚生労働省告示第百五十二号（車両系建設機械

運転業務従事者労働災害再発防止講習規程を廃止する件）による廃止前の車両系建設機械運転

業務従事者労働災害再発防止講習規程（平成四年労働省告示第八十二号）本則に規定する者に

対する同項の講習に係るものに限る。）

法第九十九条の三第一項の指定（登録省令第

八十二条第一項第三号に規定する車両系建設

機械運転業務従事者に対する講習に係るもの

に限る。）

法第九十九条の三第一項の指定（平成二十一年厚生労働省告示第百五十三号（玉掛業務従事者

労働災害再発防止講習規程を廃止する件）による廃止前の玉掛業務従事者労働災害再発防止講

習規程（平成四年労働省告示第八十三号）本則に規定する者に対する同項の講習に係るものに

限る。）

法第九十九条の三第一項の指定（登録省令第

八十二条第一項第四号に規定する玉掛業務従

事者に対する講習に係るものに限る。）

４　この省令の施行前に次の表の上欄に掲げる講習、研修、実習又は科目を修了した者は、それぞれ同表の下欄に掲げる講習、研修、実習

又は科目を修了した者とみなす。

旧選任基準本則第四号の講習（安全衛生推進者に係るものに限る。） 新安衛則第十二条の三第一項の講習（登録省令第一条の二第一項第

一号に係るものに限る。）

旧選任基準本則第四号の講習（衛生推進者に係るものに限る。） 新安衛則第十二条の三第一項の講習（登録省令第一条の二第一項第

二号に係るものに限る。）

旧安衛則第十四条第二項第一号の厚生労働大臣が定める研修 新安衛則第十四条第二項第一号の厚生労働大臣の指定する者が行う

研修

旧安衛則第十四条第二項第二号の実習 新安衛則第十四条第二項第二号の実習

旧安衛則別表第五の四の表受験資格の欄第三号の発破実技講習 新安衛則別表第五の四の表受験資格の欄第三号の発破実技講習

旧ボイラー規程第三条第二号のボイラー実技講習 新ボイラー則第百一条第三号ニのボイラー実技講習

旧コンサルタント則第二条第七号の安全に関する講習 新コンサルタント則第二条第七号の安全に関する講習

旧コンサルタント則第十一条第十号の衛生に関する講習 新コンサルタント則第十一条第十号の衛生に関する講習

旧コンサルタント則第十三条第一項の表医師国家試験合格者又は歯科

医師国家試験合格者の項の講習

新コンサルタント則第十三条第一項の表第十一条第二号又は第三号

に掲げる者の項の講習

旧コンサルタント規程第四条の表前条第三号又は第四号に掲げる者の

項の講習

　

旧安衛則別表第九別表第七の上欄第十号に掲げる機械等に係る工事の

項第一号ロ及び別表第七の上欄第十二号に掲げる機械等に係る工事の

項第一号ロの研修

新安衛則別表第九別表第七の上欄第十号に掲げる機械等に係る工事

の項第一号ロ及び別表第七の上欄第十二号に掲げる機械等に係る工

事の項第一号ロの研修

旧安衛則別表第九第八十九条の二第一号に掲げる仕事及び第九十条第

一号に掲げる仕事のうち建設の仕事（ダムの建設の仕事を除く。）の項

第一号ロ及び第八十九条の二第二号から第六号までに掲げる仕事及び

第九十条第一号から第五号までに掲げる仕事（同条第一号に掲げる仕

事にあつてはダムの建設の仕事に、同条第二号、第二号の二及び第三

号に掲げる仕事にあつては建設の仕事に限る。）の項第一号ハの研修

新安衛則別表第九第八十九条の二第一号に掲げる仕事及び第九十条

第一号に掲げる仕事のうち建設の仕事（ダムの建設の仕事を除く。）

の項第一号ロ及び第八十九条の二第二号から第六号までに掲げる仕

事及び第九十条第一号から第五号までに掲げる仕事（同条第一号に

掲げる仕事にあつてはダムの建設の仕事に、同条第二号、第二号の

二及び第三号に掲げる仕事にあつては建設の仕事に限る。）の項第一

号ハの研修

旧作環則第五条の二第一項の厚生労働大臣が指定する科目 新作環則第五条の五第一項第一号に規定する該当科目

旧作環則第十七条第二号の講習 新作環則第十七条第二号の講習

旧作環則第十七条第十六号の講習 新作環則第十七条第十六号の講習

附　則　（平成二九年三月一〇日厚生労働省令第一六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十九年四月一日から施行する。

（様式に関する経過措置）

第二条　この省令の施行の際現に提出され又は交付されているこの省令による改正前のそれぞれの省令に定める様式による申請書等は、こ

の省令による改正後のそれぞれの省令に定める相当様式による申請書等とみなす。

第三条　この省令の施行の際現に存するこの省令による改正前のそれぞれの省令に定める様式による申請書等の用紙は、当分の間、必要な

改定をした上、使用することができる。

附　則　（令和元年五月七日厚生労働省令第一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令による改正前のそれぞれの省令で定める様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省

令による改正後のそれぞれの省令で定める様式によるものとみなす。

２　旧様式による用紙については、合理的に必要と認められる範囲内で、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和元年九月一三日厚生労働省令第四六号）　抄
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（施行期日）

第一条　この省令は、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律（令和元年法律第三十

七号）の施行の日（令和元年九月十四日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式により使用されている書類は、この省令による改正後の様式によるもの

とみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和元年一二月二六日厚生労働省令第八五号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　平成三十一年四月一日前に技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第四条第一項の規定による第二次試験（以下この項において

「旧第二次試験」という。）を受けた者であって次の各号に掲げるものは、この省令による改正後の労働安全コンサルタント及び労働衛生

コンサルタント規則（以下「新規則」という。）第四条第一項の規定の適用については、同日以後に同法第四条第一項の規定による第二

次試験（以下「新第二次試験」という。）を受けた者であって当該各号に定めるものとみなす。

一　旧第二次試験のうち農業部門に係るものに合格した者であって、選択科目として農芸化学を選択したもの　新第二次試験のうち農業

部門に係るものに合格した者であって、選択科目として農業・食品を選択したもの

二　旧第二次試験のうち農業部門に係るものに合格した者であって、選択科目として農業土木を選択したもの　新第二次試験のうち農業

部門に係るものに合格した者であって、選択科目として農業農村工学を選択したもの

三　旧第二次試験のうち経営工学部門に係るものに合格した者であって、選択科目として生産マネジメントを選択したもの　新第二次試

験のうち経営工学部門に係るものに合格した者であって、選択科目として生産・物流マネジメントを選択したもの

２　平成十六年四月一日前に技術士法第四条第一項の規定による第二次試験（以下この項において「平成十六年度前第二次試験」という。）

を受けた者であって次の各号に掲げるものは、新規則第四条第一項の規定の適用については、新第二次試験を受けた者であって当該各号

に定めるものとみなす。

一　平成十六年度前第二次試験のうち船舶部門又は電気・電子部門に係るものに合格した者　それぞれ新第二次試験のうち船舶・海洋部

門又は電気電子部門に係るものに合格した者

二　平成十六年度前第二次試験のうち林業部門に係るものに合格した者であって、選択科目として森林土木を選択したもの　新第二次試

験のうち森林部門に係るものに合格した者であって、選択科目として森林土木を選択したもの

三　平成十六年度前第二次試験のうち経営工学部門に係るものに合格した者であって、選択科目として生産管理を選択したもの　新第二

次試験のうち経営工学部門に係るものに合格した者であって、選択科目として生産・物流マネジメントを選択したもの

３　平成六年二月十八日前に技術士法第四条第一項の規定による第二次試験のうち経営工学部門に係るものに合格した者であって、選択科

目として工場管理を選択したものは、新規則第四条第一項の規定の適用については、新第二次試験のうち経営工学部門に係るものに合格

した者であって、選択科目として生産・物流マネジメントを選択したものとみなす。

附　則　（令和二年一二月一五日厚生労働省令第二〇〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（計画の作成に参画する者の資格等に関する経過措置）

第二条　

２　この省令による改正後の労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント規則第二条及び第十一条の規定の適用については、施行

前一級建築士試験合格者は、一級建築士免許権利者とみなす。

附　則　（令和二年一二月二五日厚生労働省令第二〇八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和三年二月二五日厚生労働省令第四〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、令和三年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令（前条ただし書に規定する規定については、当該規定。以下この条において同じ。）の施行の際現にあるこの省令による

改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和三年三月二二日厚生労働省令第五三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（罰則に関する経過措置）

第四条　この省令（附則第一条ただし書に規定する規定については、当該規定）の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお

従前の例による。

附　則　（令和四年一〇月一八日厚生労働省令第一四八号）

この省令は、令和五年四月一日から施行する。
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様式第１号（第７条、第１５条関係）

様式第1号(第7条、第15条関係) 

労働安全 

労働衛生 
コンサルタント試験受験申請書 

収 入 印 紙 
消印しては
ならない。 

 

① 受けようとする試験の
区分 

1 機械  2 電気  3 化学  4 土木  5 建築 

1 保健衛生  2 労働衛生工学 

② 
ふ り が な 

氏 名 

  

  

③生 年 月 日 

明治 
大正 
昭和     年    月    日 
平成 
令和 

④住 所 
郵便番号(    ) 

⑤連 絡 先 電 話 番 号     (    ) 

⑥受 験 希 望 地   

⑦受 験 資 格   

⑧ 
免除を受けることがで
きる試験科目 

  

⑨添 付 書 類 名 1 写真  2 

      年  月  日 

申請者 氏 名             

厚 生 労 働 大 臣 

指定コンサルタント試験機関 
 殿 

 備考 

  1 厚生労働大臣がコンサルタント試験事務を行う場合には厚生労働大臣に提出する

こと。この場合にあつては、手数料に相当する額の収入印紙を収入印紙欄に貼り付け

ること。 

  2 指定コンサルタント試験機関がコンサルタント試験事務を行う場合には当該指定

コンサルタント試験機関に提出すること。この場合にあつては、当該指定コンサルタ

ント試験機関の試験事務規程に定めるところにより手数料を納付し、収入印紙は貼ら

ないこと。 

  3 表題及び①欄は、該当事項を○で囲むこと。 

  4 ⑦欄は、受験資格の内容を例えば「○○大学工学部機械工学科○年○月卒業 経験

○年○月」、「技術士」、「医師」、「一級建築士」、「安全管理者 ○年従事」、「衛生管理

者 ○年従事」のように具体的に記入すること。 

  5 申請書には、申請前6月以内に撮影した上三分身、正面、脱帽、縦30ミリメートル

横24ミリメートルの写真及び⑦欄に記載した事項を証する書面並びに筆記試験の全

部又は一部の免除を受けようとする者にあつては当該免除を受ける資格を有するこ

とを証する書面を添付することとし、⑨欄にそれぞれの書面の名称を記入すること。 
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様式第二号（第八条、第十五条関係）

様式第二号(第八条、第十五条関係)  
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様式第３号（第１７条関係）

様式第3号(第17条関係) 

労働安全 

労働衛生 
コンサルタント登録申請書 

収 入 印 紙 
消印しては
ならない。 

 

① ふ り が な 
氏 名 

  

  

  旧姓を使用した氏名又は通称の併記の希望の有無 

( い ず れ か を ○ で 囲 む ) 

有 ／ 無 

 

併記を希望

す る 氏 名

又 は 通 称 

  

②生 年 月 日 

明治 
大正 
昭和 
平成 
令和 

年    月    日 

③住 所 
〒(  ―   ) 

④ 
事務所の名称
及び所在 地 〒(  ―   ) 

⑤ 
合格した試験
の 区 分   

⑥ 
試 験 合 格
年 月 日 

年    月    日 

⑦合 格 証 番 号   ⑧ 
連絡先及び
電 話 番 号 

  

 

  私は、上記により 
労働安全 

労働衛生 
コンサルタントの登録を受けたいので申請します。 

 なお、次の欠格事項には該当していません。 

 1 精神の機能の障害により 
労働安全 

労働衛生 
コンサルタントの業務を適正に行うに当たつて必要 

  な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者 

 2 労働安全衛生法又はこれに基づく命令の規定に違反して、罰金以上の刑に処せら

れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して2年を経過

しない者 

 3 労働安全衛生法及びこれに基づく命令以外の法令の規定に違反して、禁錮以上の刑

に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して2

年を経過しない者 

     年  月  日 

申請者 氏名              

 

厚生労働大臣 

指定登録機関 
 殿 
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備考 

 1 厚生労働大臣が登録事務を行う場合には厚生労働大臣に提出すること。この場合に

あつては、手数料に相当する額の収入印紙を収入印紙欄に貼り付けること。 

 2 指定登録機関が登録事務を行う場合には当該指定登録機関に提出すること。この場

合にあつては、当該指定登録機関の登録事務規程に定めるところにより手数料を納付

し、収入印紙は貼らないこと。 

 3 「氏名」の欄は、旧姓を使用した氏名又は通称の併記の希望の有無を○で囲むこ

と。併記を希望する場合には、併記を希望する氏名又は通称を記入すること。 

 4 ④欄は、従たる事務所がある場合には、その名称及び所在地を併記すること。 

 5 ⑥欄は、合格証の年月日を記入すること。 

 6 申請書には、合格証の写しを添付すること。 
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様式第三号の二（第十七条関係）

様式第三号の二(第十七条関係)  

備
考 

登
録
の
申
請
時
等
に
旧
姓
を
使
用
し
た
氏
名
又
は
通
称
の
併
記
の
希
望
が
あ
つ
た
場
合
に
は
、
氏
名
と
併
せ
て
括
弧
書
き
で
併
記
を
希
望
す
る
氏
名

又
は
通
称
を
記
入
す
る
こ
と
。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

厚

生

労

働

大

臣 

氏

名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指
定
登
録
機
関 

代
表
者 

氏

名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年 
 

月 
 

日 
 

生 

 
登
録
年
月
日 

 
 
 
 
 

令
和 

 

年 
 

月 
 

日 

 

登
録
番
号 

 
 
 
 
 
 

第 
 
 

号 

 

事
務
所
の
名
称 

 

事
務
所
の
所
在
地 

 

合
格
し
た
試
験
の
区
分 

 

合
格
年
月
日 

 
 
 
 
 

令
和 

 

年 
 

月 
 

日 

 

労
働
安
全
衛
生
法(

昭
和
四
十
七
年
法
律
第
五
十
七
号)

第
八
十
四
条
第
一
項(

第
八
十
五
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含

む
。)

の
規
定
に
よ
り
登
録
し
た
こ
と
を
証
す
る
。 

 
 

 

令
和 

 

年 
 

月 
 

日 

労
働 

安
全 

衛
生 

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
証 

 

印 
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様式第４号（第１８条、第１８条の２関係）

様式第4号(第18条、第18条の2関係) 

労働安全 

 

労働衛生 

コンサルタント 

登録事項変更等 

 

登 録 証 再 交 付 

申請書 
収 入 印 紙 
消印しては

ならない。 

  

 

登 録 番 号   

 ふ り が な 
※氏 名 

  ※生年月日 

明治 
大正 
昭和 
平成 
令和 

年  月  日 

変
更
事
項 

変 更 前   

変 更 後   

変 更 年 月 日      年   月   日 

変 更 の 理 由   

※ 再交付を受けよう
とする理由 

1 登録証の滅失  2 登録証の損傷 

 

 私は、上記により 

登録事項の変更及び登録証の書換え 

 

登録証の再交付 

を受けたいので申請します。 

     年  月  日 

住所             
申請者 電話  (  )        

氏名             

厚生労働大臣 

指定登録機関 
 殿 

 備考 

  1 厚生労働大臣が登録事務を行う場合にあつては厚生労働大臣に提出すること。この場合に

あつては、手数料に相当する額の収入印紙を収入印紙欄に貼り付けること。 

  2 指定登録機関が登録事務を行う場合には当該指定登録機関の登録事務規程に定めるとこ

ろにより手数料を納付し、収入印紙は貼らないこと。 

  3 表題及び申請文については、それぞれ該当する部分を○で囲むこと。 

  4 登録事項変更等申請書にあつては登録番号の欄及び※印の付してない欄に、登録証再交付

申請書にあつては登録番号の欄及び※印の付してある欄に記入すること。 

  5 登録事項変更等申請書にあつては、次の事項に留意すること。 

   イ 登録証を添付すること。 

   ロ 氏名を変更した場合には、その事実を証明する書面を添付すること。 

15



   ハ 旧姓を使用した氏名又は通称(以下「旧姓等」という。)の併記を希望する場合は、「変

更事項」の「変更後」の欄に旧姓等を記入するとともに、「変更の理由」欄に旧姓等の併

記を希望する旨を記入すること。併記された旧姓等の削除を希望する場合には、「変更事

項」の「変更前」の欄に削除を希望する旧姓等を記入するとともに、「変更の理由」欄に

旧姓等の削除を希望する旨を記入すること。 

  6 登録証再交付申請書にあつては、次の事項に留意すること。 

   イ 登録番号の欄は、登録番号が不明の場合には、合格した試験の区分を記入すること。 

   ロ 再交付を受けようとする理由の欄は、該当する番号を○で囲むこと。 

   ハ 登録証の損傷による再交付の申請の場合には、登録証を添付すること。 
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